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iceberg型輸送費用概念とは，財 iの生産地での 1単位の価格を pとしたときにその財の輸送費
を財 iの価格の関数で表現し，交易財への支払いと輸送費に対する支払いの総額が交易財生産地の
生産額となる考え方である．以下の図参照

























































*1 宮城・本部 [7]は，厳密には iceberg型モデルではなく，仮設的交易業者が設定する輸送マージンとして輸送費がモデル化されている．
交通プロジェクトにも適用 [4]された．欧州委員会 (EC)では，交通政策以外も含む汎用的な政策
評価を目的とした大規模な SCGEモデルである RHOMOLOを開発 [13]している．RHOMOLO
は CGEurope と同様の構造であるが，産業部門をより細分化し労働移動を精緻に扱うことで，
Cohesion(経済結合)政策の評価を指向したモデル化となっている．














を表現するタイプがある．この類型に含まれる代表的な研究は，Kim et al. (2004)[25]，Kim and
Hewings (2009)[28]，Haddad et al. (2015)[30] などである．







































えば，Tavasszy et al.[31] は，“The iceberg approach implicitly assumes that the transport of










































地域 s産業 j で生産される財 ysj の生産技術ツリー構造を，
ysj = f
t

















であり，当該地域当該部門における合成中間投入財 iの価格指数 P tsij は，




















Ps1j , · · · , PsIj
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τrsi は，財 iの地域 rs間交易における輸送抵抗に依存するものであり，例えば，地域 rs間一般
化所要時間 drs に対して，







ptrsixrsi = prixrsi + πtrsij (8)
であり，両辺を xrsi で除すことにより，
ptrsi = pri + π
trsij
xrsij





















家計消費需要についても同様に，需要地 sにおける r 地域産財 iの消費 crsi のために輸送サー
ビス tcrsi が必要とされ，その関係を
tcrsi = τrsicrsi (11)
と想定する．したがって，輸送サービス消費も含めた消費財の需要地価格は，
pc,trsi = pri + π
tcrsi
crsi
= pri + πτrsi (12)
= ptrsi
となり，中間投入における需要地価格形成と同様となる．














































































































+ xersi + c0rsi
 (22)




























































• 輸送サービスは，不在地域 Rt が各地域の輸送要素を投入して生産する
4.2 財生産
図 4 財の生産構造
地域 sにおける財 jの生産は，中間合成財 X tsij，生産要素 υsj の投入によって行われることと
し，中間合成財は各地域からの中間財 xtrsij の投入によって生成される．またここで，中間財の投
入には輸送サービス trsij の投入が必要であり，raw中間財 x0rsij に輸送サービスを合成したものを
中間財として投入する．
ここで，上付き文字 tは輸送を含み，0は輸送を含まないものとし，X tsij:地域 Sでの財 j生産時
に需要される財 iの中間合成財の量，υsj:地域 Sでの財 j生産時に需要される労働量，xtrsij:地域 s
での財 j生産時に需要される地域 rの中間財 iの量（需要地），x0rsij:地域 sでの財 j生産時に需要








































ptrsi:地域 sで地域 r産の財 iを需要する際の需要地価格
























































る．また，財の生産と同様に raw消費財 d0rsj に輸送サービスを投入し，消費財を合成して消費合
成財 Dtsj を生成して家計は生成された消費合成財を購入する構造とする．

















(wsυsj) + wsυse −Ns (39)























rj + πτrsj (42)



























































































































(ptrsiarsij) + wsVsj (54)




























された場合を想定する．(移動所要時間が 12で結ばれていた 3地域のうち，地域 1，2間の
み輸送所要時間が 6に減少させる．表 2，3参照)
• 4 章で構築したモデルと従来の iceberg 型輸送費用モデルの両方で分析を行い結果を比較
する．
表 1 産業連関表仮想データ
1 2 3 1 2 3 T Sum
A e A e A e fd fd fd
1 A 300 30 200 0 200 0 150 100 100 0 1080
e 0 0 0 0 0 0 0 0 0 69.6 69.6
2 A 200 0 300 30 200 0 100 150 100 0 1080
e 0 0 0 0 0 0 0 0 0 69.6 69.6
3 A 200 0 200 0 300 30 100 100 150 0 1080
e 0 0 0 0 0 0 0 0 0 69.6 69.6
L1 334 39 0 0 0 0 0 0 0 0
L L2 0 0 334 39 0 0 0 0 0 0 1119
L3 0 0 0 0 334 39 0 0 0 0
T1 6 0.6 20 0 20 0 3 10 10 0
T T2 20 0 6 0.6 20 0 10 3 10 0 208.8
T3 20 0 20 0 6 0.6 10 10 3 0









地域 1 地域 2 地域 3
地域 1 5 12 12
地域 2 12 5 12
地域 3 12 12 5
表 3 地域間輸送所要時間仮想データ整備後
地域 1 地域 2 地域 3
地域 1 5 6 12
地域 2 6 5 12
地域 3 12 12 5
表 2が仮想の産業連関表の 3地域の輸送所要時間初期の状態である．各地域間は 12の等間隔で位置しており，地域
内々の輸送所要時間はそれよりも小さい 5としている．表 3は初期の状態に対して地域 1，2間で交通整備政策が行





















ただしそれぞれ，γ1：地域 1からの中間財投入，γ2：地域 2からの中間財投入，γ3：地域 3
のから中間財投入のシェアパラメータとする．
表 4 iceberg型モデルでの中間合成財生産シェアパラメータ
地域 1 地域 2 地域 3
γ1 0.410187668 0.294906166 0.294906166
γ2 0.294906166 0.410187668 0.294906166
γ3 0.294906166 0.294906166 0.410187668
表 5 非 iceberg型モデルでの中間合成財生産シェアパラメータ
地域 1 地域 2 地域 3
γ1 0.410187668 0.294906166 0.294906166
γ2 0.294906166 0.410187668 0.294906166
γ3 0.294906166 0.294906166 0.410187668
表 4，5より，各地域での財生産時に投入される財のシェアがわかる．本研究では輸送費込
みの金額ベースでシェアパラメータを算出している．数値をみると，すべての地域において
自地域内からの投入が 0.410187668%，他地域からの投入が 0.294906166% となっている．

























地域 1 地域 2 地域 3
γ1 0.666666667 0.666666667 0.666666667
γ2 0.333333333 0.333333333 0.333333333
表 7 非 iceberg型モデルでの財生産シェアパラメータ
地域 1 地域 2 地域 3
γ1 0.690740741 0.690740741 0.690740741
























ただし γ1：地域 1からの中間財投入，γ2：地域 2からの中間財投入，γ3：地域 3からの中間
財投入に関するシェアパラメータとする．
表 8 輸送要素生産時中間合成財シェアパラメータ
地域 1 地域 2 地域 3
γ1 1 0 0
γ2 0 1 0




























地域 1 地域 2 地域 3
γ1 0.439655172 0.439655172 0.439655172
















































間財投入量，γr に先ほど求めた各地域のシェアパラメータを代入することによって η′ijs を求
めることができる．
表 11 iceberg型モデルでの中間合成財生産効率パラメータ
地域 1 地域 2 地域 3
η′ 2.963722802 2.963722802 2.963722802
表 12 非 iceberg型モデルでの中間合成財生産効率パラメータ
地域 1 地域 2 地域 3
η′ 2.963722802 2.963722802 2.963722802
表 11，12より，各地域の中間合成財生産時の効率パラメータが分かる．

















入量，υsj に産業連関表からわかる労働投入量 γ に先ほど求めたシェアパラメータを代入す
ることによって η′ijs を求めることができる．
表 13 iceberg型モデルでの財生産効率パラメータ
地域 1 地域 2 地域 3
η 1.971795098 1.971795098 1.971795098
表 14 非 iceberg型モデルでの財生産効率パラメータ
地域 1 地域 2 地域 3
η 1.93957539 1.93957539 1.93957539
表 13，14より，各地域の財生産時の効率パラメータが分かる．


















入量，υse に産業連関表からわかる労働投入量 γ に先ほど求めたシェアパラメータを代入す
ることによって ξ′es を求めることができる．
表 15 輸送要素生産効率パラメータ
地域 1 地域 2 地域 3





































































表 20 τrsi 仮想データ初期値
地域 1 地域 2 地域 3
地域 1 0.02 0.1 0.1
地域 2 0.1 0.02 0.1
地域 3 0.1 0.1 0.02
表 21 τrsi 仮想データ整備後
地域 1 地域 2 地域 3
地域 1 0.02 0.029766079 0.1
地域 2 0.029766079 0.02 0.1














p1A 地域 1の財生産地価格 X1 地域 1の財供給量
p2A 地域 2の財生産地価格 X2 地域 2の財供給量






p1A 1 X1 1119
p2A 1 X2 1119






p1A 0.983498109896503 X1 1153.79196754937
p2A 0.983498109896502 X2 1153.79196754937




















表 25 非 iceberg型内生変数初期値
価格 財供給量
p1A 1 X1 1080
p2A 1 X2 1080





表 26 非 iceberg型内生変数整備後
価格 財供給量
p1A 0.986316947601121 X1 1143.96033752032
p2A 0.986317310179117 X2 1143.96028685062








































ては iceberg型モデルの分析結果の方が地域 1，2と地域 3の値の差が大きく，労働賃金率につい
ては非 iceberg型モデルの分析結果の方が地域 1，2と地域 3の値の差が大きく算出された．
次に，内生変数の単純比較ではなく，内生変数の変化から算出することができる各地域の財需






地域１ 746 373 1119
地域２ 746 373 1119





地域１ 756.501636144897 378.251494214339 1134.75313035924
地域２ 756.501636144897 378.251494214339 1134.75313035924
地域３ 756.50301044683 378.251741655778 1134.75475210261







地域 1 700 350 30 1080
地域 2 700 350 30 1080
地域 3 700 350 30 1080







地域 1 740.465491923392 362.713936783038 25.1281132924077 1128.30754199884
地域 2 740.465556403895 362.714028253086 25.1280981627659 1128.30768281975
地域 3 724.087991537523 354.766830410307 25.2918017159173 1104.14662366375
ここで，iceberg 型モデルでは輸送サービスの生産がなく，交易財自体が輸送費用として需要
















地域１ 700 350 69 1119
地域２ 700 350 69 1119
地域３ 700 350 69 1119







地域１ 723.686691990941 361.844046274259 49.2223920940353 1134.75313035924
地域２ 723.686691990942 361.844046274259 49.2223920940351 1134.75313035924
地域３ 709.855577376983 354.927944745864 69.9712299797609 1134.75475210261




























地域１ 3.38381314156315% 3.38401322121697% -28.663199863717% 1.40778644854664%
地域２ 3.3838131415632% 3.38401322121695% -28.6631998637173% 1.40778644854662%
地域３ 1.40793962528345% 1.40798421310409% 1.40757968081289% 1.40793137646196%







地域１ 5.78078456048465% 3.63255336658228% -16.2396223586407% 4.47292055544797%
地域２ 5.78079377198506% 3.63257950088167% -16.2396727907801% 4.47293359442105%










地域１ 746 373 1119
地域２ 746 373 1119





地域１ 769.194804273194 384.598089623318 1153.79289389651
地域２ 769.194804273195 384.598089623319 1153.79289389651
地域３ 758.469727313542 379.235100703799 1137.70482801734







地域１ 700 350 30 1080
地域２ 700 350 30 1080
地域３ 700 350 30 1080







地域１ 750.737877640976 367.745822136805 25.4767124842813 1143.96041226206
地域２ 750.73766703884 367.745779689516 25.4766877793137 1143.96013450767
地域３ 728.135856190956 356.750081244199 25.4331903197665 1110.31912775492
需要額と同様に，iceberg型モデルの分析結果から輸送消費相当分を分離する．







地域１ 700 350 69 1119
地域２ 700 350 69 1119
地域３ 700 350 69 1119







地域１ 735.829265667931 367.915344862572 50.0482833660099 1153.79289389651
地域２ 735.829265667931 367.915344862572 50.0482833660097 1153.79289389651
地域３ 711.701022692703 355.850667809434 70.1531375152042 1137.70482801734














地域１ 5.11846652399019% 5.11866996073482% -27.46625599129% 3.10928453051951%
地域２ 5.11846652399031% 5.11866996073487% -27.4662559912903% 3.10928453051955%
地域３ 1.67157467038617% 1.6716193741239% 1.67121379015094% 1.67156640011985%







地域１ 7.2482682344253% 5.07023489622991% -15.0776250523954% 5.92226039463548%
地域２ 7.24823814840587% 5.07022276843321% -15.0777074022873% 5.92223467663622%
地域３ 4.01940802727949% 1.92859464119965% -15.2226989341113% 2.80732664397423%
表 41，42をみると，非 iceberg型モデルでは財の輸送への投入量は全地域で減少したが，iceberg

















地域１ 5.11846652399019% 5.11866996073482% 5.14285714285714%
地域２ 5.11846652399031% 5.11866996073487% 5.14285714285714%
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地域 1 地域 2 地域 3
A e A e A e
地域 1A 300 30 200 0 200 0
地域 1e 0 0 0 0 0 0
地域 2A 200 0 300 30 200 0
地域 2e 0 0 0 0 0 0
地域 3A 200 0 200 0 300 30
地域 3e 0 0 0 0 0 0
表 45 最終需要額
地域 1 地域 2 地域 3
地域 1A 150 100 100
地域 1e 0 0 0
地域 2A 100 150 100
地域 2e 0 0 0
地域 3A 100 100 150
地域 3e 0 0 0
表 46 付加価値額
1 2 3 1 2 3 T row
A e A e A e fd fd fd
L1 334 39 0 0 0 0 0 0 0 0 0
L L2 0 0 334 39 0 0 0 0 0 0 0




































1 2 3 1 2 3 T row
A e A e A e fd fd fd
T1-A 6 0.6 20 0 20 0 3 10 10 0 0
T1-e 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
T T2-A 20 0 6 0.6 20 0 10 3 10 0 0
T2-e 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
T3-A 20 0 20 0 6 0.6 10 10 3 0 0
T3-e 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
表 50 財の総生産額
地域 1 地域 2 地域 3
A e A e A e
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